
１　物価高騰対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                                          　単位：千円

事　業　名 金額 説　　明

LPガス利用者負担軽減

消防保安課

医療・介護・福祉施設への
物価高騰支援

健康福祉課
医務課

介護高齢課
障害政策課
薬務課

（新規）
きのこ生産資材導入支援

林業振興課

1,301,911

〇物価高騰の影響を価格転嫁できない医療、介護施設等に対し、
支援金を支給。

　・給付金　1,267,142千円

　・事務関係費　34,769千円

○きのこの安定生産を図るため、燃料価格やきのこ生産資材の高
騰によって経営に影響が出ている生産事業者に対して、生産資材
の高騰分のうち一定額を補助し、次期生産に必要な生産資材の導
入を支援。

　・事業主体：きのこ等生産事業者
　・補 助 額：定額補助単価(価格上昇分の1/2)×生産量

46,696

令和５年度１１月補正予算（追加提案分）事業一覧

828,389

○LPガスを利用する県内の一般消費者等に対し、LPガス販売事業
者を通じた料金の値引きを実施。

　・事業スキーム（R5.5月補正と同様）

　・対　象　LPガスの供給を受ける一般消費者等
　　　　　　（工業用の利用者を除く）
　・支援額　1,500円（1回限り）
　・その他　料金の値引きを行うLPガス販売事業者に対しては、
　　　　　　1事業者あたり事務費として20千円を支給
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値引き原資交付

申請

値引き分交付

料金値引き

病院・有床診療所

薬局、助産所、施術所、歯科技工所等

高齢者、障害福祉施設等
入所系施設 11千円/人
訪問系施設 42千円/施設
通所系施設 3千円/人

支援対象 支援額
医療機関等

18千円/床
無床診療所、歯科診療所 59千円/施設

29千円/施設



事　業　名 金額 説　　明

（新規）
県産ブランドニジマス養殖
用配合飼料価格高騰対策支
援

蚕糸園芸課

特別高圧電力価格高騰対策
支援

未来投資・デジタル産業課

11,000

〇養殖用配合飼料の急激な価格高騰の影響を緩和するため、養殖
コストの低減を図る前向きな取組を行う事業者に対して支援を実
施。

（１）配合飼料購入費補助　　9,000千円
　・対 象 者：県産ブランドニジマスを生産している県内養殖
              業者のうち、①国の漁業経営セーフティーネット
　　　　　　　構築事業に加入している者で、②養殖コストの低
　　　　　　　減を図る前向きな取組を行う者
　・対象経費：令和５年４月１日～令和６年３月３１日までに
　　　　　　　購入した養殖用配合飼料
　・補助単価：（県内配合飼料平均単価－全国配合飼料平均単
　　　　　　　　価）×1/2
　・補 助 額：補助単価×購入実績数量

（２）ギンヒカリ冷凍試験費補助　　2,000千円
　・対 象 者：群馬県養鱒漁業協同組合
　・対象経費：ギンヒカリ冷凍保存の有効性を確認するための
　　　　　　　分析に要する経費
　・補 助 額：定額

1,267,732

○国の電気料金引き下げの対象となっていない特別高圧電力を使
用する企業に対し、支援を実施。
　申請にあたっては、省電力化または再生可能エネルギーの取
組・活用計画の提出を求める。

　・支援金　1,260,732千円
　　支援期間：R5.10月～R6.5月
　　支援単価：大企業　　0.9円/kWh
　　　　　　 　（R6.5月分は0.5円/kWh）
　　　　　　　中小企業　1.8円/kWh
　　　　　　　 （R6.5月分は0.9円/kWh）
　　　　　　　※大企業は、R6.1月～3月の営業利益率が
　　　　　　　　前年同期比で低下している企業を対象。
　　上 限 額：１社あたり１億円

　・審査等事務委託　7,000千円



２　公共事業

事　業　名 金額 説　　明

補助公共事業

環境森林部
農政部

県土整備部

３　債務負担行為の補正

事　業　名 金額 説　　明

ゼロ国債

畜産課

[240,000]

○浅間牧場における病畜舎の新築工事等について、R6年度内の事
業執行を確実に実施するため、債務負担行為を設定するもの。

※ゼロ国債とは
　初年度の国費の支出がゼロのもので年度内に契約を行うが
　国庫の支出は翌年度の事業。
　翌年度予算に係る工事を本年度に前倒し発注することで、
　公共事業の平準化及び早期完了等を図るもの。

22,135,000

○国の経済対策を活用し、防災・減災、国土強靱化にかかる事業
等を推進。

　・環境森林部　　　 886,000千円
　・農政部　       1,249,000千円
　・県土整備部　　20,000,000千円


